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１ 修正の経緯 －概要図－
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宮城県地域防災計画

H16.6修正 震災対策編

H17.6修正 風水害等災害対策編

H18.8策定 日本海溝特措法編
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震災後の宮城県地域防災計画の修正状況
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宮城県地域防災計画反映事項H23

○津波対策の推進に関する法律

○東北地方太平洋沖地震を教訓とした
地震・津波対策に関する専門部会報告

○津波防災地域づくりに関する法律

H25.2修正
地震災害対策編
津波災害対策編
風水害等災害対策編

H26.2～R1.2修正

H24

○災害対策基本法第１弾改正

○防災基本計画の修正

「減災」を基本方針とした防災対策の推進
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宮城県地域防災計画
R3.1修正（予定）
地震災害対策編
津波災害対策編
風水害等災害対策編
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○関係諸法令の改正
・災害対策基本法
・大規模災害からの復興に関する法律
・活火山特別措置法
・土砂災害対策基本法
・水防法
○防災基本計画の修正
○東日本大震災の検証記録

○避難行動要支援者の避難行動支援に
関する取組指針

○避難所における良好な生活環境の確保
に向けた取組指針

○避難勧告等に関するガイドライン
（旧名称：避難勧告等の判断・伝達

マニュアル作成ガイドライン）
○宮城県津波対策ガイドライン
○宮城県災害時広域受援計画

毎
年
度
必
要
な
箇
所
を
修
正

主
要
な
修
正
事
項

・指
定
避
難
所
、
指
定
緊
急

避
難
場
所
に
関
す
る
こ
と

・避
難
勧
告
等
の
発
令
に

関
す
る
こ
と

・圏
域
防
災
拠
点
に
関
す
る
こ
と

・火
山
災
害
対
策
に
関
す
る
こ
と

全
面
的
な
見
直
し
・修
正

主
要
な
修
正
事
項

・災
害
時
要
援
護
者
対
策

・津
波
対
策

・物
資
の
備
蓄
・輸
送

R2.5
防災基本計画の修正

令
和
元
年
東
日
本
台
風

を
は
じ
め
と
し
た
近
年
の

災
害
に
係
る
教
訓
を
踏
ま

え
た
対
応

R2.3

令和元年台風１９号等を踏まえた水害・
土砂災害からの避難のあり方について
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１ 修正の経緯 －県地域防災計画修正の流れ－

県地域防災計画

県の組織を含む
防災関係機関 修

正
案
作
成

修正事項有無の報告

地域防災計画の修正素案作成
地域防災計画修正素案確認依頼

修正素案の内容確認

R3.1 県地域防災計画（地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編）更新
国（消防庁）への報告，各防災関係機関への配布，県ホームページにおいて公開

意
見

R2.11

R3.1.29

県事務局

防災会議

意
見

2

地域防災計画の修正事項有無の照会

R2.9

地域防災計画の修正案作成
防災会議幹事等に地域防災計画の
修正案確認依頼

R2.12

修正案の内容確認
意
見



２ 主な修正点について

（１） 地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編共通の修正

＜防災基本計画（国）の修正の反映及び県独自の修正＞

イ 避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策

○ 主な修正内容については以下のとおり

・ 避難所における過密抑制対策等の推進（国）

・ 平常時から防災担当部局及び保健福祉担当部局の連携（国）

・ 避難所におけるマスク・消毒液の備蓄及び物資等の市町村支援（国，県）

・ 県が作成した「新型コロナウイルス感染症に対応した避難所運営ガイドライン」等に基づく

市町村におけるマニュアル等の作成及び円滑な避難所運営体制の構築（県）

（新旧対照表：地震編 Ｐ25,37・津波編 Ｐ25,42・風水害編 Ｐ42,64）

3

ロ 令和元年東日本台風をはじめとした近年の災害に係る教訓を踏まえた対応

○ 主な修正内容については以下のとおり

・ 災害リスクととるべき行動の理解促進（国）

・ 災害廃棄物等処理のボランティア，ＮＰＯ等との連携（国）

・ 国や関係機関等との情報共有，連携体制の確認（国，県）

・ 応援職員のスムーズな受け入れ体制の構築（国，県）

・ 物資調達・輸送調整等支援システムの活用，連携体制の確認（国，県）

（新旧対照表：地震編 P20,27,34,39・津波編 P20,27,37,44・風水害編 P25,34,43,60,68）



２ 主な修正点について

（３） 風水害等災害対策編

○ 主な修正項目については以下のとおり

・ 活動火山特別措置法に規定する事項に関する記載の明確化

・ 噴火速報，噴火予報等火山に関する情報の表現修正

（新旧対照表：風水害編 Ｐ９～23）

イ 火山災害対策関連の修正

4

（２） 津波災害対策編

イ 防災気象情報伝達にあたって留意するポイントの修正

○ 主な修正項目については以下のとおり

・ 津波警報，避難指示（緊急）等の伝達及び周知方法の追加

（新旧対照表：津波編 P30,39）

（４） その他

○ 主な修正項目については以下のとおり

・ 災害廃棄物の効率的な搬出

・ 災害時小児周産期リエゾンの充実強化

（新旧対照表：地震編 P23,39・津波編 P23,44・風水害編 P38,68）

イ 令和元年度における防災基本計画の修正や関係機関から意見のあった内容の修正


